
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 ⑴ 電気・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費 新      2,028,000千円 

    住民税非課税世帯等に対し、1世帯あたり 5万円を支給する。 

 

 

 

⑴ 社会福祉施設等物価高騰対策支援事業費 新 臨             81,103千円 

    社会福祉施設等に対し、施設の種類や規模に応じて最大 50万円を補助する。 

⑵ 子育て世帯物価高騰対策支援事業費 新                 384,316千円 

    中学生までの子ども 1人あたり 1万円の支援金を給付する。 

 ⑶ 教育・保育施設等給食費補助 新 臨                  47,586千円 

    市内の民間教育・保育施設等に対し、食材等の価格の上昇分について補助する。 

 ⑷ 農林漁業者物価高騰対策支援事業費 新 臨              183,057千円 

一定の事業収入のある農林漁業者に対し、事業の継続を支援するため、個人に 

10万円、法人に 20万円の支援金を給付する。 

 ⑸ 地域公共交通等応援事業費 新 臨                 177,256千円 

市路線バス事業者に、１便あたり 800円、タクシー・トラック事業者に、1台 

あたり 3万円、フェリー事業者に 300万円の応援金を給付する。 

 ⑹ 学校給食費支援事業補助 臨                      4,868千円 

高騰する食材等の価格の上昇分について、食材納入業者に対し補助する。 
 

 

 

 ⑴ 新型コロナウイルスワクチン接種事業費             1,018,205千円 

ワクチンの追加接種の拡充等への対応を行う。 

 ⑵ 食肉センター事業特別会計繰出金 臨                 13,976千円 

原油価格の高騰等の影響により不足する、燃料費・光熱費に係る費用について、 

食肉センター事業特別会計に繰出しを行う。 

 ⑶ 商業観光施設事業会計補助金 臨                  152,333千円 

感染症や物価高騰等の影響により収入が減少する商業観光施設事業会計に対し、 

事業の経営安定化のため補助を行う。 

 ⑷ 指定管理業務継続支援事業費 臨                   98,833千円 

感染症や物価高騰等の影響により、収入の減少及び新たな経費の支出などの負担 

が増加した指定管理者を支援する。 

 ⑸ 光熱費・燃料費                         179,836千円 

    原油価格の高騰等の影響により不足する、本庁舎等の光熱費・燃料費を増額する。 

新型コロナ・物価高騰対策関連補正予算 
一般会計関連補正予算総額 ４3．7億円 

新型コロナウイルス感染症の予防効果が期待される、ワクチンの追加接種を推進するとと

もに、エネルギーや食料品等の価格高騰の影響を受ける家計や、価格転嫁が困難な事業

者など、厳しい状況に直面している方々の負担を軽減するため、国の支援策とあわせて、徳

島市独自の対策を実施する。 

 

 
10月市長専決処分（第 4号）  20.3億円 

12月補正予算（第 6号）     14.6億円 

12月補正予算（第 5号）※先議  8.8億円 

新…新規事業、臨…地方創生臨時交付金活用事業 


